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【参考：文部科学省認定社会通信教育一覧】 

 

※本調査は任意調査であるため、回答、未回答に関わらず全認定社通実施団体の一覧とした。 
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回答団体中、文部科学省認定ではない通信教育講座を実施する団体は６７団体あ

り、各団体が実施する通信教育講座の数は、「１講座」が 26.9％、「２～５講座未満」

が 28.4％、「５～１０講座未満」が 7.5％、「１０～２０講座未満」が 11.9％、「２０

講座以上」が 25.4％であった。 

「２０講座以上」の講座を実施している団体は１７団体あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※講座数は、調査票上の実数での回答を上記分類にまとめた。 

※認定通信教育講座、非認定通信教育講座ともに実施している団体があるため、それぞれ

の n 数の合計は、有効回収数 83 を上回っている。 

 

問３　貴団体が実施する通信教育講座数をご記入ください。【n = 67】

（文部科学省が認定していない）通信教育講座

１講座
26.9%

２～５講座未満
28.4%

５～１０講座未満
7.5%

１０～２０講座未満
11.9%

２０講座以上
25.4%
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通信教育講座数を、認定社通実施団体、民間社通実施団体別に見ても、講座数が

１～５講座未満の団体が約半数を占める結果であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※講座数は、調査票上の実数での回答を上記分類にまとめた。 

問３　貴団体が実施する通信教育講座数をご記入ください。

22.7%

27.9%

22.7%

23.0%

22.7%

4.9%

9.1%

11.5%

22.7%

19.7%

0.0%

13.1%

認定社通実施団体　　　　
【 n= 22 】

民間社通実施団体　　　　
【 n= 61 】

１講座 ２～５講座未満 ５～１０講座未満 １０～２０講座未満 ２０講座以上 無回答
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（３） 受講者総数 

回答団体が実施する全通信教育講座の受講者総数は、「３００人未満」が 30.1％、

「３００～１，０００人未満」が 12.0％、「１，０００～１０，０００人未満」が

24.1％、「１０，０００～１００，０００人未満」が 26.5％、「１００，０００人以

上」が 6.0％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※受講者総数は、調査票上の以下の選択肢をまとめた。 

「３００人未満」「３００～５００人未満」「５００～１，０００人未満」「１，０００～

３，０００人未満」「３，０００～５，０００人未満」「５，０００～１０，０００人未

満」「１０，０００～３０，０００人未満」「３０，０００～５０，０００人未満」 

「５０，０００～１００，０００人未満」「１００，０００人以上」 

３００人未満
30.1%

３００～１，０００人
未満
12.0%１，０００～

１０，０００人未満
24.1%

１００，０００人以上
6.0%

無回答
1.2%

１０，０００～
１００，０００人未満

26.5%

問４　貴団体が実施する全通信教育講座の受講者総数をお答え下さい。【n = 83】
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受講者総数を、認定社通実施団体、民間社通実施団体別に見ると、認定社通実施

団体では、「３００人未満」の講座が 31.8％と最も多く、民間社通実施団体では、「３

００人未満」と「１０，０００人～１００，０００人未満」がどちらも 29.5％と多

くの団体が回答した。 

 

問４　貴団体が実施する全通信教育講座の受講者総数をお答え下さい。

31.8%

29.5%

18.2%

9.8%

27.3%

23.0%

18.2%

29.5%

4.5%

6.6%

1.6%

0.0%

認定社通実施団体　　　
【 n= 22 】

民間社通実施団体　　　
【 n= 61 】

３００人未満 ３００～１，０００人未満
１，０００～１０，０００人未満 １０，０００人～１００，０００人未満
１００，０００人以上 無回答
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（４） 受講者総数の増減傾向 

最近２～３年の受講者総数の増減傾向は、「増加傾向にある」が 7.2％、「ほぼ横ば

いである」が 37.3％、「減少傾向にある」が 41.0％、「年によって増減に変動がある」

が 14.5％であった。 

約４割の団体が、「減少傾向にある」と回答し、「ほぼ横ばいである」と回答した

団体と合わせると約８割の団体において、受講者総数が伸びていないという結果で

あった。 

 

 
問５　最近２～３年の受講者総数の増減傾向をお答えください。（○は１つ）【n = 83】

増加傾向にある
7.2%

ほぼ横ばいである
37.3%

減少傾向にある
41.0%

年によって増減に
変動がある

14.5%
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最近２～３年の受講者総数の増減傾向を、認定社通実施団体、民間社通実施団体

別に見ると、「増加傾向にある」と回答した認定社通実施団体は１団体もなく、「減

少傾向にある」が 50.0％と半数の団体が回答している。 

一方、民間社通実施団体では、「増加傾向にある」が 9.8％と、約１割の団体にお

いて受講者総数が伸びているという結果であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

問５　最近２～３年の受講者総数の増減傾向をお答えください。（○は１つ）

9.8%

36.4%

37.7%

50.0%

37.7%

13.6%

14.8%

0.0%
認定社通実施団体　　　

【 n= 22 】

民間社通実施団体　　　
【 n= 61 】

増加傾向にある ほぼ横ばいである 減少傾向にある 年によって増減に変動がある
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（５） 通信教育の取り組み 

回答団体における通信教育の取り組みのうち、「内容・学習課程」に関して実施し

ていることを尋ねた。 

「添削、質問受付等によって受講者の学習をサポートする体制を有している」が

97.6％と最も多かった。 

逆に、実施している団体が５割以下の取り組みは、「公的機関から認定や後援を受

けている」が 48.2％、「障がい者が受講する際に一定の配慮を行っている」が 25.3％

であった。 

通信教育は、場所や時間に拘束されない特性上、障がい者にも受け入れられる学

習方法であると考えられるが、団体側で「一定の配慮」をするのは難しいという結

果であった。 

 

 

97.6%

92.8%

91.6%

89.2%

81.9%

81.9%

75.9%

48.2%

25.3%

2.4%

6.0%

6.0%

8.4%

15.7%

16.9%

20.5%

47.0%

68.7%

95.2%

2.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.4%

2.4%

2.4%

1.2%

2.4%

0.0%

6.0%

4.8%

3.6%

1.2%

添削、質問受付等によって受講者の学習をサポートする体制
を有している

（貴団体が実施する）通信教育のコンセプトを明確にしている

受講することで習得できる知識・技能を明確にしている

修了までの標準的な修業期間や修了認定基準を明確にして
いる

教育計画※を策定している
※通信指導の実施回数や修了試験の要否等を定めたもの　　　

講座を実施することで得られたデータ等に基づき講座内容を
見直している

制度改正、社会情勢、企業ニーズ等を踏まえ、教材の見直し
を行っている

学習者のニーズを調査・分析している

公的機関から認定や後援を受けている

障がい者が受講する際に一定の配慮を行っている

実施している（あてはまる） 実施していない（あてはまらない） 該当しない 無回答

問６　貴団体における通信教育の取り組みについてお答えください。（○はそれぞれ１つずつ）【n = 83】

添削、質問受付等によって受講者の学習をサポートする体制を
有している 
 
（貴団体が実施する）通信教育のコンセプトを明確にしている 
 
 
受講することで習得できる知識・技能を明確にしている 
 
修了までの標準的な修業期間や修了認定基準を明確にしてい
る 
 
"教育計画※を策定している 
※通信指導の実施回数や修了試験の要否等を定めたもの" 
 
講座を実施することで得られたデータ等に基づき講座内容を見
直している 
 
制度改正、社会情勢、企業ニーズ等を踏まえ、教材の見直しを
行っている 
 
学習者のニーズを調査・分析している 
 
 
公的機関から認定や後援を受けている 
 
 
障がい者が受講する際に一定の配慮を行っている 
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以下、通信教育の取り組みについて、認定社通実施団体、民間社通実施団体別に

見た場合に、「実施している（あてはまる）」との回答が 5 ポイント以上の差がある

設問のみコメントする。 

 

「内容・学習課程」に関する設問のうち該当する設問は以下のとおりである。 

 

・ 「通信教育のコンセプトを明確にしている」と回答した団体は、認定社通実施団

体が 100.0％、民間社通実施団体が 93.4％であった。 

・ 「受講することで習得できる知識・技能を明確にしている」と回答した団体は、

認定社通実施団体が 100.0％、民間社通実施団体が 90.2％であった。 

・ 「修了までの標準的な修業期間や修了認定基準を明確にしている」と回答した団

体は、認定社通実施団体が 100.0％、民間社通実施団体が 88.5％であった。 

・ 「教育計画を策定している」と回答した団体は、認定社通実施団体が 100.0％、

民間社通実施団体が 85.2％であった。 

・ 「教材の見直しをしている」と回答した団体は、認定社通実施団体が 86.4％、民

間社通実施団体が 80.3％であった。 

・ 「公的機関の認定・後援を受けている」と回答した団体は、認定社通実施団体が

100.0％、民間社通実施団体が 29.5％であった。 

・ 「障がい者が受講する際に一定の配慮を行っている」と回答した団体は、認定社

通実施団体が 31.8％、民間社通実施団体は 23.0％であった。 

 

 内容・学習課程

認定社通 【 n= 22 】 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 81.8% 86.4% 72.7% 100.0% 31.8%

民間社通 【 n= 61 】 96.7% 93.4% 90.2% 88.5% 85.2% 82.0% 80.3% 77.0% 29.5% 23.0%

添削・質問等
サポート体

制

コンセプトの
明確化

習得知識・技
能の明確化

修業期間・認
定基準の明

確化

教育計画
策定

講座内容の
見直し

教材の
見直し

学習者ニー
ズの調査

・分析

公的機関の
認定・後援

障がい者へ
の配慮

問６　貴団体における通信教育の取り組みについてお答えください。（○はそれぞれ１つずつ）

添削・質問
等サポート
体制

コンセプト
の明確化

習得知識・
技能の明
確化

修業期間・
認定基準
の明確化

教育計画
策定

講座内容
の見直し

教材の
見直し

学習者
ニーズの
調査
・分析

公的機関
の認定・後
援

障がい者
への配慮

■認定社通 【 n= 22 】 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 81.8% 86.4% 72.7% 100.0% 31.8%
■民間社通 【 n= 61 】 96.7% 93.4% 90.2% 88.5% 85.2% 82.0% 80.3% 77.0% 29.5% 23.0%
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回答団体における通信教育の取り組みのうち、「受講手続き」に関して実施している

ことを尋ねた。 

・ 「受講料の支払い回数や支払方法を明確にしている」が 100.0％、「受講料に含ま

れる範囲を明確にしている」が 94.0％であった。 

 

 

 

0.0%

3.6%

8.4%

8.4%

10.8%88.0%

90.4%

94.0%

90.4%

100.0% 0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.4%

1.2%

1.2%

1.2%

受講料の支払い回数や支払方法を明確にしている

受講料に含まれる範囲を明確にしている

受講から修了認定までのスケジュールを明確にしている

受講料の適正性や妥当性を点検・検証している

受講のキャンセルや返品の方法を明確にしている

実施している（あてはまる） 実施していない（あてはまらない） 該当しない 無回答

問６　貴団体における通信教育の取り組みについてお答えください。（○はそれぞれ１つずつ）【n = 83】

受講料の支払い回数や支払方法を明確にし
ている 
 
 
 
受講料に含まれる範囲を明確にしている 
 
 
受講から修了認定までのスケジュールを明
確にしている 
 
 
受講料の適正性や妥当性を点検・検証して
いる 
 
 
受講のキャンセルや返品の方法を明確にし
ている 
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「受講手続き」に関する設問のうち、認定社通実施団体と民間社通実施団体で、「実

施している（あてはまる）」との回答が 5 ポイント以上の差がある設問は以下のとお

りである。 

 

・ 「受講から修了認定までのスケジュールを明確にしている」と回答した団体は、

認定社通実施団体が 100.0％、民間社通実施団体が 86.9％であった。 

・ 「受講のキャンセルや返品の方法を明確にしている」と回答した団体は、認定社

通実施団体が 81.8％、民間社通実施団体が 90.2％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※グラフでは、施策の文言を簡略化している。 

受講手続き

認定社通 【 n= 22 】 100.0% 95.5% 100.0% 90.9% 81.8%

民間社通 【 n= 61 】 100.0% 93.4% 86.9% 90.2% 90.2%

受講料の支払いを
明確化

受講料の範囲の
明確化

スケジュールの
明確化

受講料の適正性
・妥当性

受講のキャンセル等の明
確化

問６　貴団体における通信教育の取り組みについてお答えください。（○はそれぞれ１つずつ）

受講料の支払い
を明確化

受講料の範囲の
明確化

スケジュールの明
確化

受講料の適正性・
妥当性

受講のキャンセル
等の明確化

■認定社通実施団体 【 n= 22 】 100.0% 95.5% 100.0% 90.9% 81.8%
■民間社通実施団体 【 n= 61 】 100.0% 93.4% 86.9% 90.2% 90.2%
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回答団体における通信教育の取り組みのうち、「実施主体」に関して実施している

ことを尋ねた。 

「受講における手続等に関する問い合わせ窓口を設置している」が 97.6％、「教務

責任者を配置している」が 94.0％であった。 

また「受講者の個人情報保護に関する方針やマニュアル等を整備している」団体

は 90.4％であったが、「プライバシーマークを取得している」団体は 14.5％と、プラ

イバシーマークの取得までには至っていない、という結果であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

97.6%

90.4%

89.2%

85.5%

84.3%

83.1%

77.1%

75.9%

73.5%

72.3%

68.7%

61.4%

61.4%

38.6%

25.3%

14.5%

4.8%

8.4%

9.6%

10.8%

12.0%

13.3%

13.3%

19.3%

22.9%

22.9%

22.9%

30.1%

34.9%

30.1%

9.6%

71.1%

80.7%

50.6%

88.0%

94.0%

1.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

3.6%

4.8%

1.2%

3.6%

2.4%

3.6%

3.6%

1.2%

1.2%

1.2%

1.2%

1.2%

1.2%

2.4%

4.8%

3.6%

1.2%

8.4%

受講における手続等に関する問い合わせ窓口を設置している

教務責任者（教材の改善の企画、学習指導の円滑な運営その他の学習指導に関する事
務を行う者）を配置している

受講者の個人情報保護に関する方針やマニュアル等を整備している

責任体制が明確であり、また、複数の職員によるチェック体制を有している

専任の学習指導者を配置している

財務経理に関して、定期的または適宜監査を受けている

安定して通信教育事業を行える財務状況である（全体収支等）

通信教育に関する業務を行うために必要な専用の施設・設備を保有している（受講者数
に応じた事務所の規模や添削のための施設・設備等）

職員に対して講座実施に必要となる知識・技能を明確にし、習得を課している

自己評価を行っている（団体が、自ら行う通信教育事業について点検・評価することによ
り組織的・継続的な事業改善を行っている）

通信教育事業の運営実績を有する職員を配置している

職員の知識・技能を評価している

通信教育運営に特化した組織を設置している

１年を超える期間を対象とする事業計画を策定している

情報公開する項目や方法などを明確に定めている

業務を委託している場合、委託先に対する要件を明確にしている

外部評価を行っている（評価の客観性、専門性、透明性を有した専門家等から事業の点
検・評価を受けている）

プライバシーマークを取得している

実施している（あてはまる） 実施していない（あてはまらない） 該当しない 無回答

問６　貴団体における通信教育の取り組みについてお答えください。（○はそれぞれ１つずつ）【n = 83】

受講における手続等に関する問い合わせ窓口を設置している 
 
教務責任者（教材の改善の企画、学習指導の円滑な運営その他
の学習指導に関する事務を行う者）を配置している 
受講者の個人情報保護に関する方針やマニュアル等を整備して
いる 
責任体制が明確であり、また、複数の職員によるチェック体制を
有している 
専任の学習指導者を配置している 
 
財務経理に関して、定期的または適宜監査を受けている 
 
安定して通信教育事業を行える財務状況である（全体収支等） 
通信教育に関する業務を行うために必要な専用の施設・設備を
保有している（受講者数に応じた事務所の規模や添削のための
施設・設備等） 
職員に対して講座実施に必要となる知識・技能を明確にし、習得
を課している 
自己評価を行っている（団体が、自ら行う通信教育事業について点検・
評価することにより組織的・継続的な事業改善を行っている） 
通信教育事業の運営実績を有する職員を配置している 
 
職員の知識・技能を評価している 
 
通信教育運営に特化した組織を設置している 
 
１年を超える期間を対象とする事業計画を策定している 
 
情報公開する項目や方法などを明確に定めている 
 
業務を委託している場合、委託先に対する要件を明確にしている 
 
外部評価を行っている（評価の客観性、専門性、透明性を有した
専門家等から事業の点検・評価を受けている） 
プライバシーマークを取得している 

該当しない 無回答 
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「実施主体」に関する設問のうち、認定社通実施団体と民間社通実施団体で、「実

施している（あてはまる）」との回答が 5 ポイント以上の差がある設問は以下のとお

りである。 

 

・ 「教務責任者を配置している」と回答した団体は、認定社通実施団体が 100.0％、

民間社通実施団体が 91.8％であった。 

・ 「受講者の個人情報保護に関する方針やマニュアル等を整備している」と回答し

た団体は、認定社通実施団体が 95.5％、民間社通実施団体が 88.5％であった。 

・ 「専任の学習指導者を配置している」と回答した団体は、認定社通実施団体が

100.0％、民間社通実施団体が 83.6％であった。 

・ 「財務経理に関して、定期的または適宜監査を受けている」と回答した団体は、

認定社通実施団体が 100.0％、民間社通実施団体が 80.3％であった。 

・ 「通信教育に関する業務を行うために必要な専用の施設・設備を保有している」

と回答した団体は、認定社通実施団体が 100.0％、民間社通実施団体が 77.0％で

あった。 

・ 「職員に対して講座実施に必要となる知識・技能を明確にし、習得を課している」

と回答した団体は、認定社通実施団体が 81.8％、民間社通実施団体が 75.4％であ

った。 

・ 「自己評価を行っている」と回答した団体は、認定社通実施団体が 81.8％、民間

社通実施団体が 73.8％であった。 

・ 「通信教育事業の運営実績を有する職員を配置している」と回答した団体は、認

定社通実施団体が 86.4％、民間社通実施団体が 68.9％であった。 

・ 「職員の知識・技能を評価している」と回答した団体は、認定社通実施団体が

81.8％、民間社通実施団体が 68.9％であった。 

・ 「通信教育運営に特化した組織を設置している」と回答した団体は、認定社通実

施団体が 72.7％、民間社通実施団体が 67.2％であった。 

・ 「1 年を超える期間を対象とする事業計画を策定している」と回答した団体は、

認定社通実施団体が 68.2％、民間社通実施団体が 59.0％であった。 

・ 「情報公開する項目や方法などを明確に定めている」と回答した団体は、認定社

通実施団体が 68.2％、民間社通実施団体が 59.0％であった。 

・ 「外部評価を行っている」と回答した団体は、認定社通実施団体が 40.9％、民間

社通実施団体が 19.7％であった。 

・ 「プライバシーマークを取得している」と回答した団体は、認定社通実施団体が

4.5％、民間社通実施団体が 18.0％であった。 
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※グラフでは、施策の文言を簡略化している。 

 

実施主体

認定社通 【 n= 22 】 100.0% 100.0% 95.5% 86.4% 100.0% 100.0% 86.4% 100.0% 81.8% 81.8% 86.4% 81.8% 72.7% 68.2% 68.2% 40.9% 40.9% 4.5%

民間社通 【 n= 61 】 96.7% 91.8% 88.5% 90.2% 83.6% 80.3% 83.6% 77.0% 75.4% 73.8% 68.9% 68.9% 67.2% 59.0% 59.0% 37.7% 19.7% 18.0%

問い合わ
せ窓口の

設置

教務責任
者の配置

個人情報
保護の整

備

複数職員
による

チェック体

専任学習
指導者の

配置

財務経理
に関する
外部監査

財務状況
専用の施
設・設備

職員の知
識・技能の

向上

自己評価
の実施

運営実績
の有る職
員の配置

職員の知
識・技能の

評価

通信教育
に特化した

組織

事業計画
の策定

情報公開
方針の明

確化

委託先要
件の明確

化

外部評価
の実施

プライバ
シーマーク

の取得

問６　貴団体における通信教育の取り組みについてお答えください。（○はそれぞれ１つずつ）

問い合
わせ窓
口の設
置

教務責
任者の
配置

個人情
報保護
の整備

複数職
員によ
る
チェッ
ク体制

専任学
習指導
者の配
置

財務経
理に関
する外
部監査

財務状
況

専用の
施設・
設備

職員の
知識・
技能の
向上

自己評
価の実
施

運営実
績の有
る職員
の配置

職員の
知識・
技能の
評価

通信教
育に特
化した
組織

事業計
画の策
定

情報公
開方針
の明確
化

委託先
要件の
明確化

外部評
価の実
施

プライ
バシー
マーク
の取得

■認定社通実施団体 【 n= 22 】 100.0% 100.0% 95.5% 86.4% 100.0% 100.0% 86.4% 100.0% 81.8% 81.8% 86.4% 81.8% 72.7% 68.2% 68.2% 40.9% 40.9% 4.5%
■民間社通実施団体 【 n= 61 】 96.7% 91.8% 88.5% 90.2% 83.6% 80.3% 83.6% 77.0% 75.4% 73.8% 68.9% 68.9% 67.2% 59.0% 59.0% 37.7% 19.7% 18.0%
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回答団体における通信教育の取り組みのうち、「学習成果の活用促進」に関して実

施していることを尋ねた。 

「修了証を発行している」が 80.7％であった。逆に「修了証を発行していない」

団体が 16.9％あるが、これは特別な内容の通信教育講座であるからということでは

なく、資格取得系、趣味系ともに含まれている。理由としては、規定の回数受講す

れば修了する講座であることや、そもそも修了認定をしていない講座であることが

挙げられている。 

 

 

 

16.9%

21.7%

55.4%

59.0%

63.9%30.1%

36.1%

73.5%

39.8%

80.7% 0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.4%

4.8%

4.8%

4.8%

6.0%

修了証を発行している

修了者からの要望に応じて修了証明書を発行
している

学校・企業・地域社会に対して修了者の活用を
提案している

表彰制度やコンクールにおいて成績優秀者を
発表している

就職のサポート等により、修了者の知識・技能
の活用を促している

実施している（あてはまる） 実施していない（あてはまらない） 該当しない 無回答

問６　貴団体における通信教育の取り組みについてお答えください。（○はそれぞれ１つずつ）【n = 83】

修了証を発行している 
 
 
修了者からの要望に応じて修了証明書を
発行している 
 
学校・企業・地域社会に対して修了者の活
用を提案している 
 
表彰制度やコンクールにおいて成績優秀

者を発表している 
 
就職のサポート等により、修了者の知識・
技能の活用を促している 
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